







































































































































































































































































































































































































 1） 厚生労働省による平成 24年人口動態統計月報年計（概数）の概況によると，2012年の合計特
殊出生率（1.41）が 2年ぶりに上昇傾向を示した一方，2012年の出生数は過去最少（103万 7,101
人）となり，減少傾向が続いている。また，母の年齢（5歳階級）別の出生数を見ると，15～
34歳の各階級及び 50 歳以上では前年より減少していたが，35～49 歳の各階級では反対に増加
傾向にあり，第 1子出生時の母の平均年齢（30.3歳）から見ても，いわゆる「晩産化」が進ん
でいる。
 2） 子ども・子育て関連 3法とは，「子ども・子育て支援法」，「認定こども園法の一部改正法」，「子
ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する
法律」の 3法を指している。
 3） 小林孝明（2012）　「新たな子ども・子育て支援制度の創設 ─ 子ども・子育て関連 3法案 ─」，『立
法と調査』333, 32-47.
 4） 内閣府（2013）　『子ども・子育て支援制度に関する Q&A』
 5） 内閣府・文部科学省・厚生労働省（2013）　『おしえて !　子ども子育て支援新制度』
 6） 望月初音・北村愛子・大久保ひろ美・ほか（2008）「子ども虐待の早期発見・予防に関する研






























セス ─ 保育士の語りの質的分析より ─」『保育学研究』（日本保育学会）49（2）, 84-95.
16） 前掲 15）
